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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 金額は消費税等を含んでいない。 

２ 「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」は潜在株式がないため記載をしていない。 

３ 「株価収益率」は平成14年３月期、平成15年３月期および平成16年３月期については、当期純損失を計上したため記載を

していない。 

４ 平成14年３月期および平成15年３月期の平均臨時雇用者数は、総従業員数の100分の10未満であるため記載を省略してい

る。 

５ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

  

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 43,639 42,663 61,081 70,096 90,792

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △10,695 △8,780 1,346 3,226 11,711

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △7,091 △7,616 △2,425 1,655 11,264

純資産額 (百万円) 83,263 72,950 69,961 71,965 86,543

総資産額 (百万円) 98,007 91,574 99,762 106,532 123,889

１株当たり純資産額 (円) 1,702.34 1,491.76 1,430.70 1,471.77 1,768.79

１株当たり当期純利益又
は当期純損失(△) 

(円) △144.98 △155.74 △49.60 33.86 229.15

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 85.0 79.7 70.1 67.6 69.9

自己資本利益率 (％) △8.2 △9.8 △3.4 2.3 14.2

株価収益率 (倍) ― ― ― 31.6 9.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,547 8,091 △1,607 4,522 5,515

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △9,391 △3,368 △3,198 △4,062 △2,398

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 5,161 △744 6,254 2,222 3,022

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 9,246 12,847 13,329 16,150 23,074

従業員数 
(ほか平均臨時雇用者数) 

(人) 
1,710 
(―)

1,656
(―)

1,707
(221)

1,757 
(278)

1,889
(310)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 金額は消費税等を含んでいない。 

２ 「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」は潜在株式がないため記載をしていない。 

３ 「株価収益率」および「配当性向」は平成14年３月期、平成15年３月期および平成16年３月期については、当期純損失を

計上したため記載をしていない。 

４ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

  

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 35,822 39,732 56,408 64,963 84,344

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △10,092 △8,073 1,014 2,422 10,599

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △6,780 △7,223 △2,494 1,173 11,260

資本金 (百万円) 5,878 5,878 5,878 5,878 5,878

発行済株式総数 (株) 48,911,874 48,911,874 48,911,874 48,911,874 48,911,874

純資産額 (百万円) 65,659 57,202 55,747 57,077 70,496

総資産額 (百万円) 79,543 75,047 84,101 89,978 104,829

１株当たり純資産額 (円) 1,342.42 1,169.73 1,140.03 1,167.28 1,440.58

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
20.00 
(12.50)

15.00
(7.50)

15.00
(7.50)

15.00 
(7.50)

17.50
(7.50)

１株当たり当期純利益又
は当期純損失(△) 

(円) △138.63 △147.70 △51.02 24.00 229.06

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 82.5 76.2 66.3 63.4 67.2

自己資本利益率 (％) △9.7 △11.8 △4.4 2.1 17.7

株価収益率 (倍) ― ― ― 44.5 9.5

配当性向 (％) ― ― ― 62.5 7.6

従業員数 (人) 1,399 1,349 1,376 1,390 1,502



２ 【沿革】 

昭和34年４月 名古屋市中川区昭和橋通において富士機械製造株式会社を設立。旋削機械、その

他の工作機械の製造を開始。 

昭和35年９月 東京営業所(現東京支店)を開設。 

昭和36年３月 愛知県碧海郡知立町(現知立市)に工場を新設。 

昭和36年６月 現在地に本社機構を移転。 

昭和37年３月 大阪営業所(現大阪支店)を開設。 

昭和37年10月 被合併会社である当社が株式額面１株の金額500円から50円に変更する目的をも

って神奈川県足柄下郡の富士機械製造株式会社(昭和23年７月24日設立未開業)に

吸収合併されたが事業の実体は被合併会社のものがそのまま継承されている。 

昭和38年11月 広島営業所(現広島サービスステーション)を開設。 

昭和39年５月 名古屋証券取引所市場第二部に上場。 

昭和42年３月 「専用機」大型トランスファーラインを完成。 

昭和43年３月 愛知県西加茂郡藤岡町(現豊田市)に藤岡工場を新設。 

昭和45年４月 アメリカ・イリノイ州に現地法人フジ アメリカ コーポレイションを設立(現

連結子会社)。 

昭和46年６月 「自動組立機」を完成。 

昭和46年９月 「ＮＣ自動旋盤」を完成。 

昭和48年３月 名古屋市中川区(現在地 知立市)に株式会社アストロを設立(現連結子会社)。 

昭和52年４月 愛知県岡崎市に株式会社マコト工業を設立(現連結子会社)。 

昭和53年10月 「電子部品自動挿入機」を完成。 

昭和54年10月 「ＮＣ専用機」を完成。 

昭和56年７月 「電子部品自動装着機」を完成。 

昭和60年４月 太田出張所(現太田サービスステーション)を開設。 

昭和61年４月 仙台出張所(現仙台営業所)を開設。 

平成元年６月 愛知県岡崎市に岡崎工場を新設。 

平成２年９月 名古屋証券取引所市場第一部銘柄に指定替え。 

平成３年11月 ドイツ・フランクフルト(現在地 マインツカステル)に現地法人フジ マシン

マニュファクチュアリング(ヨーロッパ)ゲーエムベーハーを設立(現連結子会

社)。 

平成４年10月 松本営業所(現松本サービスステーション)を開設。 

平成４年11月 愛知県豊橋市に株式会社リンセイシステムを設立(現株式会社エデックリンセイ

システム)。 

平成６年６月 マレーシアに海外駐在事務所を開設。 

平成６年10月 東京都品川区の株式会社エデックを買収(現株式会社エデックリンセイシステ

ム)。 

平成６年11月 アメリカ・イリノイ州に現地法人フジ マシン アメリカ コーポレイションを

設立(現連結子会社)。 

平成７年11月 ブラジル・サンパウロに現地法人フジ ド ブラジル マキナス インダストリ

アルス リミターダを設立(現関連会社)。 

平成９年３月 台湾に海外駐在事務所を開設。 

平成13年11月 中国に海外駐在事務所を開設。 

平成14年11月 「液晶関連製造装置」を完成。 

平成15年４月 株式会社リンセイシステムと株式会社エデックは合併し、株式会社エデックリン

セイシステムとなる(現連結子会社)。 

平成16年５月 中国・大連に現地法人富士機械製造(大連)有限公司を設立(現連結子会社)。 



３ 【事業の内容】 

当グループは、当社、子会社７社および関連会社１社で構成され、電子部品組立機、工作機械ならびに液晶関連製

造装置の製造販売を主業務として事業活動を展開している。 

なお、従来関連会社であったフジ マシン フィリピン インコーポレイテッドは当連結会計年度において当社持

分が減少したため、関連会社より除いている。 

当グループの事業に係わる位置づけと事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりである。 

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分である。 
  

  
事業系統図は次のとおりである。 
  

 

区分 主な製品 主な会社

電子部品組立機

事業 
電子部品自動装着機 

当社、㈱マコト工業、㈱エデックリンセイシステム 

フジ アメリカ コーポレイション 

フジ マシン マニュファクチュアリング(ヨーロッパ)ゲーエムベー

ハー 

フジ ド ブラジル マキナス インダストリアルス リミターダ 

工作機械事業 
自動旋盤 

専用機 

当社、㈱マコト工業、フジ マシン アメリカ コーポレイション 

富士機械製造(大連)有限公司 

液晶関連事業 液晶関連製造装置 当社、㈱マコト工業 

その他の事業 

制御機器 

電子基板受託生産 

ソフトウェア開発 

保険代理業 

当社、㈱エデックリンセイシステム、㈱アストロ 



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 「主要な事業の内容」は、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２ 「議決権の所有又は被所有割合」の括弧内(内書)は間接所有であり、㈱マコト工業は㈱アストロが、フジ マシン アメ

リカ コーポレイションはフジ アメリカ コーポレイションが所有している。 

３ 有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はない。 

  

名称 住所 資本金又は
出資金 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
又は被所有 
割合(％) 

関係内容 

(連結子会社)     

㈱マコト工業 (注２) 愛知県岡崎市 
百万円

45 

電子部品組立機
事業 
工作機械事業 
液晶関連事業 

100.0
(50.0) 

当社製品の機械組立・改造修理
役員の兼任 １名 

㈱エデックリンセイシス
テム   愛知県豊橋市 

百万円

40 

電子部品組立機
事業 
その他の事業 

100.0

当社製品の自動制御装置製造 
電子基板の設計製造 
ソフトウェア開発 
役員の兼任 １名 

㈱アストロ   愛知県知立市 
百万円

10 その他の事業 100.0
当社の守衛・清掃および福利厚
生に関する業務 
役員の兼任 １名 

フジ アメリカ 
コーポレイション   

米国イリノイ州 
バーノンヒル 

千米ドル

1,000 
電子部品組立機
事業 100.0 当社製品の販売 

フジ マシン アメリカ 
コーポレイション (注２) 米国イリノイ州 

バーノンヒル 
千米ドル

1,000 工作機械事業
100.0
(100.0) 当社製品の販売 

フジ マシン マニュフ
ァクチュアリング(ヨー
ロッパ)ゲーエムベーハ
ー 

  
独国マインツカ
ステル 

千ユーロ

1,022 
電子部品組立機
事業 100.0

当社製品の販売 
当社が銀行借入に対する債務保
証をしている。 

富士機械製造(大連)有限
公司   中国大連

千元

6,207 工作機械事業 100.0
当社製品の製造・販売 
役員の兼任 ２名 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

  

(注) １ 「従業員数」は、当グループから当グループ外への出向者を除き、当グループ外から当グループへの出向者を含む就業人

員である。 

２ 「従業員数」の括弧内は、臨時従業員の年間平均雇用人員であり外書である。 

  

(2) 提出会社の状況 

  

(注) 「従業員数」は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、富士機械労働組合と称し、上部団体に加盟をしていない。また、組合員数は1,102人で現在ま

での労使関係は極めて円満に推移している。 

なお、連結子会社には労働組合はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

電子部品組立機事業 
1,017
(191) 

工作機械事業 
552
(65) 

液晶関連事業 112

その他の事業 
86
(53) 

全社(共通) 
122
(1) 

合計 
1,889
(310) 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

1,502 36.4 12.4 6,100 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油・原材料の価格高騰による影響が懸念されたものの、中国、東南ア

ジア等を中心とした海外市場に対する旺盛な設備投資を背景に企業収益の改善が進み、堅調に推移した。当社がタ

ーゲットとする電子部品組立業界においては、携帯電話、ノート型パソコンおよびデジタル家電等を中心としたエ

レクトロニクス市場が伸張し、自動車業界においては、国内大手自動車メーカーを中心として設備投資が高水準に

推移した。 

このような環境のなかで、当グループは「利益黒字化拡大のためへの率先垂範・行動改革」を基本方針に掲げ、

市場の変化に迅速に対応し、市場競争に勝ち抜く利益創造体質の定着をはかり、さらに内部統制、事業等のリスク

を常に意識するなかで、財務体質の強化とスピードを持った管理および行動をとることができる事業戦略と市場シ

ェアの拡大を進めてきた。 

この結果、当連結会計年度における売上高は、前連結会計年度と比較し、20,695百万円(29.5％)増の90,792百万

円となった。利益については、前連結会計年度と比較し、営業利益は8,579百万円(296.4％)増の11,473百万円、経

常利益は8,485百万円(263.0％)増の11,711百万円、当期純利益は9,609百万円(580.4％)増の11,264百万円となっ

た。 

  

① 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

電子部品組立機事業 

同業他社との厳しい技術・コスト競争が激化するなか、当社の主力製品であるＮＸＴ(モジュール型高速多機能装

着機）を中心に、中型装着機ＸＰシリーズの販売が、携帯電話、ノート型パソコンおよびデジタル家電の需要の

拡大により、大手ＥＭＳ(電子機器受託生産企業)、ＯＤＭ(設計、製造受託企業）を中心として堅調に進み、前連

結会計年度と比較し、売上高は16,644百万円(35.4％)増の63,605百万円、営業利益は生産性の効率化によるコス

ト削減等の効果もあり、7,168百万円(201.8％)増の10,720百万円となった。 

  

工作機械事業 

自動車産業を中心とした幅広い業種での旺盛な需要に支えられて、顧客の設備投資が増加した結果、前連結会計

年度と比較し、売上高は6,461百万円(前期比38.2％)増の23,383百万円、営業利益は1,414百万円(前期比117.1％)

増の2,622百万円となった。 

  

液晶関連事業 

中小型液晶パネル製造の後工程製造設備の需要が一巡したことと市場における厳しい価格競争による伸び悩みに

より、前連結会計年度と比較し、売上高は2,661百万円(前期比52.2％)減の2,440百万円、営業損失は688百万円

(前年同期：営業損失151百万円)となった。 

  

  

その他の事業 

主に制御機器製造、電子基板受託生産、ソフトウェア開発および保険代理業であり、前連結会計年度と比較し、

売上高は251百万円(22.6％)増の1,363百万円、営業利益は115百万円(前年同期：営業損失46百万円)となった。 

  



② 所在地別セグメントの業績は次のとおりである。 

日本 

国内経済は、企業収益の回復が大企業から中小企業へ拡がり、設備投資が拡大したことから、前連結会計年度と

比較し、売上高は15,284百万円(26.3％)増の73,383百万円、営業利益は7,747百万円(174.9％)増の12,176百万円

となった。 

  

北アメリカ 

民間需要に支えられ、景気が堅調に推移したことから、前連結会計年度と比較し、売上高は3,001百万円(31.0％)

増の12,673百万円、営業利益は506百万円(253.0％)増の706百万円となった。 

  

ヨーロッパ 

景気が緩やかに回復していることから、前連結会計年度と比較し、売上高は2,238百万円(98.5％)増の4,510百万

円、営業利益は254百万円(前年同期：営業利益3百万円)となった。 

  

アジア 

前連結会計年度下期より営業活動を開始し、当連結会計年度の売上高は224百万円(前年同期：53百万円)、営業損

失は18百万円(前年同期：営業損失4百万円)となった。 

  

(注) 金額は消費税等を含んでいない。 

 



  
(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動によるキャッ

シュ・フローと財務活動によるキャッシュ・フローの増加の合計が投資活動によるキャッシュ・フローの減少を上

まわり、前連結会計年度末と比較して6,924百万円(42.9％)増の23,074百万円となった。 

なお、これには当連結会計年度における資金の換算差額のプラスの影響額785百万円が含まれている。 

  

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は5,515百万円（前年同期：4,522百万円）となった。これは主に、税金等調整

前当期純利益や減価償却費等のプラス要因が、売上債権の増加等のマイナス要因を上まわったことによるも

のである。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は2,398百万円（前年同期：△4,062百万円）となった。これは主に有形および

無形固定資産の取得によるものである。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は3,022百万円（前年同期：2,222百万円）となった。これは主に社債の発行に

よるものである。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  

(注) 金額は販売価格であり、消費税等を含んでいない。 
  
(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  

(注) 金額は消費税等を含んでいない。 
  
  
(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  

  
(注) １ 金額は消費税等を含んでいない。 

   ２ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

電子部品組立機事業 61,767 ＋33.7 

工作機械事業 23,938 ＋41.6 

液晶関連事業 2,008 △64.7 

その他の事業 2,350 ＋23.1 

合計 90,065 ＋27.4 

事業の種類別 
セグメントの名称 

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

電子部品組立機事業 68,404 ＋39.6 11,635 ＋70.2 

工作機械事業 24,722 ＋29.0 8,973 ＋17.5 

液晶関連事業 2,566 △39.4 582 ＋27.4 

その他の事業 1,376 ＋21.6 108 ＋14.3 

合計 97,069 ＋32.0 21,299 ＋41.8 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

電子部品組立機事業 63,605 ＋35.4 

工作機械事業 23,383 ＋38.2 

液晶関連事業 2,440 △52.2 

その他の事業 1,363 ＋22.6 

合計 90,792 ＋29.5 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

アッセンテック インタ
ーナショナル カンパニ
ーリミテッド(中国) 

7,727 11.0 12,526 13.8 



３【対処すべき課題】 

当グループの今後の経営環境については、海外景気の拡大を背景に輸出が堅調に推移するなか、原油・原材料の価

格高騰の影響等楽観できない状況が続くものと思われる。 

当グループを取り巻く事業環境は、新興市場の伸張に支えられ、需要が拡大している携帯電話、今後も安定的成長

が見込まれるノート型パソコン、さらに多種多様な製品に広がっているデジタル家電ならびに自動車等の好調な需要

を背景として高水準に推移するなか、技術革新の進展や価格競争等の市場競争がますます激化していくものと思われ

る。 

当グループがターゲットとする電子部品組立業界および自動車業界においては、中長期的に見れば、携帯電話の普

及拡大および高機能化・多機能化、ノート型パソコンの安定した伸張および液晶テレビ等のデジタル家電の需要増な

らびに自動車のＩＴ化をはじめとしたカーエレクトロニクス(自動車電子）への拡大および環境・エネルギー対応が見

込まれ、当社製品への市場ニーズは拡大傾向が続くものと思われる。 

このような市場では、市場競争に勝つために製品の多機能化・高機能化および軽薄短小化への激しい技術革新によ

る新製品の開発が行われており、それに対応できる実装・組立・加工技術を持った実装・組立装置、加工装置の投入

が必要となってくる。そのため、当社の「高精度・高速実装技術、精密加工技術」をコア技術とした要素技術、プロ

セス技術、シミュレーション技術等、技術開発センターを核として深耕をはかり、今後も発展が見込まれるデジタル

家電、カーエレクトロニクス等への応用展開を狙ったオンリーワン技術の創造に取り組んでいく所存である。 

このような環境のなかで、当グループは「高収益体質実現に向け、更なる改革の推進」を基本方針とし、グローバ

ル市場に受け入れられる製品への挑戦、資材調達力および増産体制の強化等を進め、市場シェアの拡大と事業の安定

を目指していく所存である。 

  

４ 【事業等のリスク】 

以下における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当グループが判断したものである。 

当グループの財政状態、経営成績等に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがある。 

  

(1) 市場環境の変動による影響 

当グループの主力事業である電子部品組立機事業の市場は、デジタル電子機器の販売動向に大きな影響を受けて

大きく変動する場合がある。携帯電話・ノート型パソコンを中心に安定した伸張は今後も期待できるものの、過去

ＩＴ不況ならびに需給のバランスの悪化によって電子部品組立機等の需要が激減したように売上の維持あるいは拡

大をはかっていく上で、特にＥＭＳ・ＯＤＭへの依存度が高い当グループにとっては、業績に影響を及ぼす可能性

がある。 

  

(2) 為替変動による影響 

当グループは、顧客事業の積極的な海外展開、特に中国・台湾等のアジア地域の製造拠点の集中化にともない、

海外への売上高比率が72.7％と大きく占めている。当グループの輸出取引は為替リスクを回避するため邦貨建て取

引を行っているが、海外連結子会社（アメリカ・ドイツ・中国）との取引についてのみ外貨建て取引を行ってい

る。ただし為替変動によるリスクは為替リスクヘッジにつとめているので限定的であるが、急激な為替変動によっ

て価格の変動が生じ為替リスクとなることがあり業績に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(3) 製品価格競争による影響 

当グループは、市場競争に勝つため優れた技術を搭載した製品を提供することにより取引拡大に成功してきた。

しかし最近の携帯電話、ノート型パソコン等のデジタル電子機器の高機能化・多機能化にともなう技術革新の進展

はもとよりエレクトロニクス製品の安値への市場価格競争が激化するものと思われる。顧客の製造コストの削減、



製造設備導入コストの低減に波及し競合他社との厳しい製品価格競争の影響により業績に影響を及ぼす可能性が

ある。 

  

(4) 新技術開発による影響 

当グループは、「高精度・高速実装技術、精密加工技術」等の最先端技術について顧客の要求を捉え、積極的な

開発投資と技術開発活動を継続的に実施することにより電子部品組立業界において上位の市場シェアを維持してき

た。しかしながら多様化する製品の激しい技術進歩に対応できる新製品投入タイミングのずれ等の影響により業績

に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(5) 品質に関する影響 

当グループは、優れた固有技術、最先端技術を積極的に新製品に搭載し早期に市場投入するとともに、ＩＳＯ９

００１の認証取得を含む品質保証体制の確立および顧客の満足するサービスサポート体制を強化することにより当

グループの製品を多くの顧客に採用して頂くことになる。しかしながら、当グループの製品が最先端技術を駆使し

た製品である等の原因により、未知の分野の開発技術も多く存在して予期せぬ不具合が発生すること等により業績

に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(6) 中国市場増加による影響 

当グループは、デジタル電子機器製造拠点の中国集中化にともない中国市場向けの売上高比率が高まり、その傾

向が今後も続くものと思われる。当グループは中国・台湾のＥＭＳおよびＯＤＭメーカーを中心として、顧客満足

度の高い優れた技術を搭載した製品に基づく強い信頼関係により取引拡大に成功している。また自動車産業の中国

での製造増大にともない工作機械事業の売上も伸びてくるものと思われる。中国の経済は今後も引き続き拡大が期

待されるものの、人民元の切り上げ等の影響や政治的な緊張、また災害、伝染病の発生等によって業績に影響を及

ぼす可能性がある。 

  

(7) 資材価格の高騰による影響 

当グループは、製品のＶＡ・ＣＤを推進し顧客ニーズに対応した価値ある製品をタイムリーに提供する努力を行

っているが、原油・原材料の価格高騰にともない、鋼材・鋳物・電気材料等当グループの製品を構成する主要部材

の市場での値上がりの影響により業績に影響を及ぼす可能性がある。 

  

  

５【経営上の重要な契約等】 

特に記載すべき事項はない。 

  

６ 【研究開発活動】 

当グループの研究開発活動は、世界の先進の顧客が求める最先端の自動化装置、システムの研究開発にたゆまぬ努

力を続けている。 

研究開発活動は当社にて集中的に行っている。当連結会計年度においては、各セグメントの研究開発活動はセグメ

ントごとに実施し、各セグメントに属さない研究開発活動を技術開発センターが行っている。 

当連結会計年度の研究開発費の総額は、2,579百万円である。なお、研究開発費の総額には、技術開発センターで行

っている各セグメントに配分できない研究費用123百万円が含まれている。 

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりである。 

  



電子部品組立機事業 

高い生産性と多品種少量生産を両立させたモジュール型高速多機能装着機ＮＸＴの更なる機能向上ならびに新製品

の開発等につとめている。 

研究開発費の金額は、2,172百万円である。 

  

工作機械事業 

研究開発費の金額は僅少のため、内容についての記載は省略している。 

  

液晶関連事業 

研究開発費の金額は僅少のため、内容についての記載は省略している。 

  

その他の事業 

研究開発費の金額は僅少のため、内容についての記載は省略している。 

  

（金額は消費税を含んでいない。） 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

以下における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当グループが判断したものである。 

  

(1) 重要な会計方針および見積り 

当グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

り、財政状態および経営成績に関する以下の分析を行っている。 

  

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度の業績については、受注高は97,069百万円(前年同期比32.0％増)、売上高は90,792百万円(前年同

期比29.5％増)、営業利益は11,473百万円(前年同期比296.4％増)、経常利益は11,711百万円(前年同期比263.0％

増）となった。 

営業利益の増加要因は、主に電子部品組立機事業について携帯電話、ノート型パソコンおよびデジタル家電の需

要の拡大により、主力製品の販売が堅調に進んだことによるものである。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当グループを取り巻く事業環境は、デジタル化進展にともなう電子機器の多様化、高機能化による需要の増加が

予想される。そのためビジネスチャンスの拡大が見込める反面、ますます進展する技術革新に対応した新製品市場

投入のタイミングのずれ等の影響により機会損失の可能性がある。 

  

(4) 戦略的現状と見通し 

当グループとしては、主力事業である電子部品組立機事業においては、研究開発活動の継続的実施を行いコア技

術を深耕・拡大し、当該技術を搭載した新製品の早期市場投入により差別化と競争力向上をはかり、シェアの拡大

をめざしている。 

工作機械事業については、自動車業界のグローバル対応のため活況を呈しているが、市場環境の変化に対しても



安定的に利益を生み出すことができる体質への改善に取り組んでいる。また蓄積した部品加工のノウハウをベー

スに、新たな高成長・高収益事業への基盤づくりをはかっている。 

液晶関連事業については、この分野で培った有用な技術等を電子部品組立機事業に継承する。 

  

(5) 資本の財源および資金の流動性についての分析 

当グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、5,515百万円の増加（前年同期：4,522百万

円）となったが、これは主に税金等調整前当期純利益の増加によるものである。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、主に有形および無形固定資産の取得により、2,398百万円の減少（前

年同期：△4,062百万円）となった。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、主に社債の発行により3,022百万円の増加（前年同期：2,222百万円）

となった。 

これらにより当連結会計年度末における資金は前連結会計年度末と比較し、6,924百万円増の23,074百万円とな

った。 

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、主に生産設備の省力化・合理化をはかるための機械装置の新設およびソ

フトウェアの取得であり、設備投資金額の総額は、3,524百万円（無形固定資産を含む）である。 

事業の種類別セグメントの設備投資について示すと、次のとおりである。 

  

電子部品組立機事業 

生産設備の省力化・合理化をはかるための機械装置の新設およびソフトウェアの取得が主なものであり、設備

投資金額は、2,714百万円である。 

なお、重要な設備の除却、売却等はない。 

  

工作機械事業 

生産設備の省力化・合理化をはかるための機械装置の新設およびソフトウェアの取得が主なものであり、設備

投資金額は、418百万円である。 

なお、重要な設備の除却、売却等はない。 

  

液晶関連事業 

生産設備の省力化・合理化をはかるための機械装置の新設およびソフトウェアの取得が主なものであり、設備

投資金額は、328百万円である。 

なお、重要な設備の除却、売却等はない。 

  

その他の事業 

設備投資金額は僅少のため、内容についての記載は省略している。 

なお、重要な設備の除却、売却等はない。 

  

全社（共通） 

設備投資金額は僅少のため、内容についての記載は省略している。 

なお、重要な設備の除却、売却等はない。 

  

（金額は消費税等を含んでいない。） 

  

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「帳簿価額」の「その他」は工具器具及び備品、建設仮勘定および無形固定資産である。 

２ 上記中の［外書］は、連結会社以外からの賃借資産を示している。 

３ 上記のほか、賃貸借資産について重要なものはない。 

４ 生産能力に重要な影響を及ぼすような機械装置等の休止はない。 

５ 従来、技術研究所（愛知県豊田市）で行っていた研究開発業務は、本社技術開発センターに移管し、建物等は藤岡工場の

施設として使用している。 

６ 金額は消費税等を含んでいない。 
  

(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「帳簿価額」の「その他」は工具器具及び備品および無形固定資産である。 

２ 連結会社以外からの賃貸借資産について重要なものはない。 

３ 生産能力に重要な影響を及ぼすような機械装置等の休止はない。 

４ 金額は消費税等を含んでいない。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社および本社工
場 
(愛知県知立市) 

電子部品組立
機事業 
液晶関連事業 
その他の事業 
全社(共通) 

統括業務施設、
生産設備、販売
設備、開発設備 

2,540 1,197
177

( 17,898)
[  3,981]

4,826 8,741 632

藤岡工場 
(愛知県豊田市) 

工作機械事業 
生産設備、販売
設備、機械加工
設備 

1,478 978
468

(161,440)
221 3,146 425

岡崎工場 
(愛知県岡崎市) 

電子部品組立
機事業 
その他の事業 

生産設備 2,574 969
2,165

( 56,871)
155 5,865 403

東京支店 
(東京都港区) 

電子部品組立
機事業 
工作機械事業 

販売設備 6 6
―
(―)

1 14 16

大阪支店 
(大阪府吹田市) 

電子部品組立
機事業 
工作機械事業 

販売設備 5 3
―
(―)

1 10 11

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

㈱マコト工
業 

本社 
(愛知県岡崎
市) 

電子部品組
立機事業 
工作機械事
業 
液晶関連事
業 

生産設備 315 110
248

(5,519)
34 708 151

㈱エデック
リンセイシ
ステム 

本社 
(愛知県豊橋
市) 

電子部品組
立機事業 
その他の事
業 

生産設備 206 94
210

(4,250)
65 577 89

㈱アストロ 
本社 
(愛知県知立
市) 

その他の事
業 

事務管理施
設 

12 0
―
(―)

0 13 19



(3) 在外子会社 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「帳簿価額」の「その他」は工具器具及び備品および無形固定資産である。 

２ 連結会社以外からの賃貸借資産について重要なものはない。 

３ 金額は消費税等を含んでいない。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

フジ 
アメリカコ
ーポレイシ
ョン 

本社 
(米国イリノ
イ州バーノ
ンヒル) 

電子部品組
立機事業 

販売設備 1,320 113
266

(47,455)
29 1,730 54

フジ 
マシン 
アメリカコ
ーポレイシ
ョン 

本社 
(米国イリノ
イ州バーノ
ンヒル) 

工作機械事
業 

販売設備 ― 8
―
(―)

4 13 39

フジ 
マシン 
マニュファ
クチュアリ
ング(ヨーロ
ッパ)ゲーエ
ムベーハー 

本社 
(独国マイン
ツカステル) 

電子部品組
立機事業 

販売設備 0 17
―
(―)

13 30 28

富士機械製
造(大連)有
限公司 

本社 
(中国大連) 

工作機械事
業 

生産設備、
販売設備 

― 9
―
(―)

4 14 7



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

(注) １ 所要資金は自己資金により調達する予定である。 

２ 本計画達成により、生産能力は平成18年３月末に比較して若干増加する予定である。 

３ 金額は消費税等を含んでいない。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特に記載すべき事項はない。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容

投資予定額
(百万円) 

着手年月
完了予定 
年月 

摘要 
総額 既支払額

提出会社 

本社および本社
工場 
(愛知県知立市) 

電子部品組立機
事業、その他の
事業、全社(共
通) 

工具器具及
び備品等 

1,400 8
平成17年11
月 

平成19年３
月 

  

藤岡工場 
(愛知県豊田市) 

工作機械事業 
機械及び装
置等 

1,300 ―
平成18年４
月 

平成19年３
月 

  

岡崎工場 
(愛知県岡崎市) 

電子部品組立機
事業、その他の
事業 

機械及び装
置等 

1,300 1
平成18年３
月 

平成19年３
月 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。」旨定款に定めている。 

なお、平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更を行い、当該定めを削除している。 
  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) 転換社債の転換(平成６年４月～平成７年３月)による増加 
  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式17,484株は、「株式の状況」では「個人その他」に174単元、「単元未満株式の状況」には84株を含めている。 

２ 「その他の法人」には証券保管振替機構名義の株式27単元を含めている。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 195,000,000

計 195,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)
上場証券取引所名 内容 

普通株式 48,911,874 48,911,874
名古屋証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 48,911,874 48,911,874 ― ― 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成７年３月31日 68 48,911 39 5,878 39 5,413

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 31 28 230 106 8 10,621 11,024 ―

所有株式数 
(単元) 

― 183,983 9,324 47,205 94,012 151 153,730 488,405 71,374

所有株式数 
の割合(％) 

― 37.67 1.91 9.66 19.25 0.03 31.48 100.00 ―



  
(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 千株未満の端数は切捨てて表示している。 

２ 平成15年10月28日付でスプラスグローブ・インベストメント・マネジメント・リミテッドから大量保有報告書が関東財務

局に提出されているが、当社として当事業年度末の実質所有株式数の確認ができないので上記「大株主の状況」には含め

ていない。 

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりである。 

３ 平成17年12月14日付でフィデリティ投信株式会社から大量保有報告書にかかる変更報告書が関東財務局に提出されている

が、当社として当事業年度末の実質所有株式数の確認ができないので、上記「大株主の状況」には含めていない。 

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりである。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 3,902 7.98 

大同生命保険株式会社 
常任代理人日本トラスティ・サ
ービス信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,342 6.83 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 2,440 4.99 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,076 4.24 

有限会社サカガミ 名古屋市中区富士見町512番地 1,200 2.45 

野村信託銀行株式会社(投信口) 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 1,010 2.07 

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインターナショナルリミ
テッド 
常任代理人モルガン・スタンレ
ー証券会社東京支店 

東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号 974 1.99 

株式会社名古屋銀行 名古屋市中区錦３丁目19番17号 777 1.59 

安 井 一 子 名古屋市中川区 752 1.54 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 741 1.52 

計 ― 17,217 35.20 

氏名又は名称 住所 
保有株式数 

(千株) 

株式保有割合 

(％) 

スプラスグローブ・インベス
トメント・マネジメント・リ
ミテッド 

カナダ国 オンタリオ州 トロント
スイート 1300 ユニバーシティ ア
ベニュー 181 

3,560 7.28 

氏名又は名称 住所 
保有株式数 

(千株) 

株式保有割合 

(％) 

フィデリティ投信株式会社 東京都港区虎ノ門４丁目３番１号 3,519 7.20 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,700株(議決権27個)および名義人以外から

株券喪失登録のあった株式1,200株(議決権12個)を含めている。 

２ 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式84株を含めている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

― ― 
普通株式 17,400

完全議決権株式(その他) 普通株式 48,823,100 488,231 ― 

単元未満株式 普通株式 71,374 ― ― 

発行済株式総数   48,911,874 ― ― 

総株主の議決権 ― 488,231 ― 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義
所有株式数
(株) 

他人名義
所有株式数
(株) 

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

(自己保有株式) 
富士機械製造株式会社 

愛知県知立市山町茶碓山19番地 17,400 ― 17,400 0.0 

計 ― 17,400 ― 17,400 0.0 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はない。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はない。 

  

３ 【配当政策】 

当社は配当については、収益状況に対応した配当を行うことを基本とし、業績の変動の大きい業界であるので、安

定配当の維持に努めつつ、経営基盤の安定化と企業の財務体質強化などを勘案し決定する方針である。 

以上の方針に基づき、当期は、中間配当金を１株につき７円50銭とし、利益配当金については１株につき普通配当

を前期と比べ２円50銭増配して10円とし、年間としては１株につき17円50銭を実施することに決定した。 

内部留保資金は、将来にわたる株主利益を確保するため、市場ニーズに応える製品開発ならびに設備合理化投資を

行い、事業体質の改善・強化に役立てる所存である。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会の決議日は、平成17年11月17日である。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、名古屋証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、名古屋証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 3,280 2,570 1,570 1,490 2,450 

最低(円) 1,420 710 680 925 970 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月

最高(円) 1,450 2,095 2,450 2,410 2,380 2,190 

最低(円) 1,340 1,412 2,050 1,890 1,920 2,005 



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(千株) 

代表取締役

社長 ─ 小 原 正 義 昭和16年４月18日生

昭和39年４月 当社入社

9

昭和62年５月 当社貿易部部長

昭和62年６月 当社取締役

平成６年６月 当社常務取締役

平成14年６月 当社取締役

当社執行役員専務 
平成16年６月 当社代表取締役社長(現任) 

取締役 
副社長執行役員 
工作機械事業本部本部長 

安 井 勝 利 昭和16年３月15日生

昭和39年４月 当社入社

370

昭和61年５月 当社第一技術部部長

昭和61年６月 当社取締役

平成６年６月 当社常務取締役

平成14年６月 当社取締役

当社執行役員専務 
平成16年６月 当社取締役副社長

平成17年４月 当社取締役副社長

当社専務執行役員 
平成18年４月 当社取締役副社長

当社専務執行役員 工作機械事業

本部本部長 
平成18年６月 当社取締役(現任)

当社副社長執行役員 工作機械事

業本部本部長(現任) 
(主要な兼職)

平成17年11月 富士機械製造(大連)有限公司董

事長(現任) 
平成18年４月 フジ マシン アメリカ コーポレ

イション会長(現任)  

取締役 
専務執行役員 
ハイテック事業本部本部長 

三ツ谷 敏 明 昭和16年７月21日生

昭和35年３月 当社入社

7

平成４年４月 当社生産管理室室長

平成８年６月 当社取締役

平成14年６月 当社取締役

当社執行役員常務 
平成16年６月 当社取締役

当社専務執行役員 
平成18年４月 当社取締役(現任)

当社専務執行役員 ハイテック事

業本部本部長(現任) 
(主要な兼職)

平成18年４月 フジ アメリカ コーポレイショ

ン会長(現任) 

取締役 
常務執行役員 
管理本部本部長 
秘書室室長 

青 木 眞 德 昭和21年５月13日生

昭和44年４月 株式会社東芝入社

1

平成13年４月 当社入社

平成14年６月 当社取締役

当社執行役員 
平成16年６月 当社取締役

当社常務執行役員 
平成18年４月 当社取締役(現任)

当社常務執行役員 管理本部本部

長、秘書室室長(現任) 

取締役 

常務執行役員 
ハイテック事業本部副本

部長 
第一技術統括部部長 
技術開発センター長 

磯 貝 武 義 昭和17年10月６日生

昭和43年１月 当社入社

8

平成４年４月 当社第二精機部部長

平成14年６月 当社執行役員 新規事業推進本部

副本部長 
平成16年６月 当社取締役

当社執行役員 
平成17年４月 当社取締役

当社常務執行役員 
平成18年４月 当社取締役(現任)

当社常務執行役員 ハイテック事

業本部副本部長、第一技術統括

部部長、技術開発センター長(現

任) 



  

(注) １ 千株未満の端数は切捨てて表示している。 

２ 監査役坂上岳、浅野良裕および松原正道は会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

３ 当社は、経営の意思決定機能と業務執行機能を分離し、経営と業務の執行のスピード化および責任の明確化をはかるため

執行役員制度を導入している。執行役員は上記取締役執行役員のほか、下記のとおりである。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴

所有株式

数 
(千株) 

取締役 
執行役員 
資材調達本部本部長 
資材内製加工本部本部長 

中 野 矩 雄 昭和18年12月25日生

昭和41年４月 当社入社

4 

平成４年４月 当社工機部部長

平成14年６月 当社執行役員 工作機械事業本部

副本部長、藤岡工場工場長 
平成16年６月 当社取締役

当社執行役員 
平成17年４月 当社取締役(現任)

当社執行役員 資材調達本部本部

長、資材内製加工本部本部長(現

任) 

取締役 
執行役員 
財務部部長 

加 藤 正 樹 昭和22年２月20日生

昭和44年４月 当社入社

2 
平成11年４月 当社財務第二部部長

平成16年６月 当社執行役員 財務部部長 
平成18年６月 当社取締役(現任)

当社執行役員 財務部部長(現任) 

常勤監査役 ─ 中 村 省 吾 昭和18年８月２日生
昭和41年４月 当社入社

2 平成14年７月 当社大阪支店支店長

平成15年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 ─ 坂 上   岳 昭和24年４月20日生

昭和47年４月 株式会社筒井電器入社

40 

平成３年３月 有限会社サカガミ代表取締役(現

任) 
平成６年６月 当社監査役(現任)

(主要な兼職)

平成３年３月 有限会社サカガミ代表取締役(現

任) 

監査役 ─ 浅 野 良 裕 昭和22年９月11日生

昭和55年８月 公認会計士登録

― 

昭和55年10月 税理士登録

昭和61年12月 株式会社アスク代表取締役(現

任) 
平成11年１月 浅野公認会計士事務所所長(現

任) 
平成15年６月 当社監査役(現任)

(主要な兼職)

昭和61年12月 株式会社アスク代表取締役(現

任) 
平成11年１月 浅野公認会計士事務所所長(現

任) 

監査役 ─ 松 原 正 道 昭和19年２月20日生

昭和41年６月 株式会社松原製作所取締役 

― 

昭和46年７月 松原ビル株式会社取締役 
昭和61年８月 松原ビル株式会社代表取締役(現

任) 
平成５年２月 株式会社松原製作所代表取締役 
平成17年６月 当社監査役(現任)

(主要な兼職)

昭和61年８月 松原ビル株式会社代表取締役(現

任) 

計 446 

役名 氏名 職名 

常務執行役員 津 田   護 ハイテック事業本部副本部長、生産統括部部長 

常務執行役員 河 田 東 輔 
ハイテック事業本部副本部長、第二技術統括部部長、技術開発セン

ター技監 

執行役員 伊 藤 寿 勇 工作機械事業本部副本部長、営業第一部部長 

執行役員 間   友 幸 人事部部長 



  

  

役名 氏名 職名 

執行役員 波々伯部 之夫 ハイテック事業本部副本部長、営業・国内統括部部長 

執行役員 佐 川 富 保 資材内製加工本部副本部長 

執行役員 村 田 進太郎 工作機械事業本部副本部長、技術部部長、技術開発センター技監 

執行役員 小 川   元 工作機械事業本部副本部長、営業第二部部長 

執行役員 伊 藤 裕 郎 ハイテック事業本部副本部長、営業・海外統括部部長 

執行役員 伊 藤 敏 彦 ハイテック事業本部副本部長、生産部部長 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) 会社の機関の内容、内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の内容 

当社では監査役制度を採用している。 

取締役会は、毎月の定例取締役会のほか、必要に応じ開催される臨時取締役会において法令で定められた事項、

その他経営上の重要事項の決定と業務執行状況の監督を行っている。現在の取締役は７名の体制となっている。 

当社の監査役は４名であり、そのうち社外監査役は３名である。監査役は取締役会に出席し、毎月および必要な

都度監査役会を開催し、経営ならびに取締役の職務の執行の適法性を監査している。 

経営の意思決定機能と業務執行機能を分離し、経営と業務の執行のスピード化および責任の明確化をはかるた

め、執行役員制度を導入し、執行役員への権限委譲を行うとともに業務の執行責任を持たせ、定例および臨時経営

業務執行会議にて業務の執行の報告および方針の決定を行っている。 

業務の執行に当たっては、毎年度「経営方針」、「年間（中間）利益計画」を策定し、経営目標を明確にすると

ともに、各部門で達成管理を行っている。執行役員は16名（うち取締役兼務５名）である。 

またグループ企業の経営会議も定期的に開催し、グループ各社の経営状況の確認とコーポレート・ガバナンスの

強化につとめている。 

なお、コーポレート・ガバナンス体制図は次のとおりである。 

  

 
（注）平成18年６月30日現在の取締役は７名、執行役員は16名（うち取締役兼務６名）である。 

② 内部統制システムの整備の状況 

当社では、内部監査として経営企画室を中心に、また必要に応じて代表取締役の指示に基づき内部監査を行う構

成員を設定し、必要な監査を実施、監査結果を代表取締役に報告するとともに、社長より被監査部門に改善指示を

出して改善報告を求め、業務執行が適正かつ効率的に行われるようつとめている。 



なお、本年４月から代表取締役直轄の内部監査室を設置し、各部門の業務の執行状況が法令、定款および社内諸

規定に基づき適正かつ合理的に実施されていることを監査し、その結果を代表取締役に報告する体制をとってい

る。 

  

(2) リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、リスク管理担当役員を定め、各種リスクを体系的に整理し、その予防保全策、責任体

制を定めている。 

なお、本年５月から当社を取り巻くリスクを適切に管理するため代表取締役を委員長とした「リスク・コンプラ

イアンス委員会」を設置し、各部門におけるリスク管理体制の整備を支援している。また、全社的な視点から、

「リスク管理基本規定」を定め、各部門において経営活動の遂行を阻害するリスクを組織的・体系的に整理したう

えで、その発生の予防と発生時の損害を最小限にするようつとめている。さらに、品質、環境、安全衛生に係るリ

スクに関しては個別に委員会を設置し、各部門と連携してリスクの予防、回避、管理の各対策を講じている。 

  

(3) 役員報酬の内容 

  

(4) 監査報酬の内容 

    
  

(5) 内部監査および監査役監査、会計監査の状況 

監査役は、会計監査人と定例的な報告会、往査の立会、文書または口頭による情報交換のほか、常に連携・協調

を保ち、積極的に意見や情報の交換をしている。それぞれの監査で得られた内容を相互に共有することにより、監

査業務の品質の向上につとめ、効果的な改善をはかっている。 

なお、本年４月から監査役の職務補助の対応は、監査役の要求都度内部監査室スタッフが対応する体制としてい

る。また、内部監査室は各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を代表取締役に報告するとともに、監査役か

らの情報開示要求があった場合その結果を提供することとしている。 

会計監査については、中央青山監査法人と監査契約を締結し、旧商法の特例に関する法律に基づく会計監査およ

び証券取引法に基づく会計監査を受けている。当社は同監査法人より独立の第三者として公正不偏な立場から監査

が実施される環境を整備している。当期において業務を執行した公認会計士の氏名および継続監査年数、監査業務

に係る補助者の構成については次のとおりである。 

業務を執行した公認会計士の氏名（継続監査年数） 

指定社員 業務執行社員：長谷川周義（11年）、稲越千束（４年）、山川 勝（７年） 

会計監査業務に係る主な補助者の構成 

公認会計士：10名、会計士補：５名 

取締役の年間報酬総額 209百万円(社外取締役はいない) 

監査役の年間報酬総額 27百万円(うち社外監査役16百万円) 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 22百万円

上記以外の報酬はない。  



(6) 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役の就任はない。また当社社外監査役３名は、当社との間で監査の独立性に影響を及ぼすような人的関

係および取引関係はない。 

社外監査役坂上岳は、有限会社サカガミの代表取締役である。有限会社サカガミは当社の株式1,200千株を保有し

ているが、当社とは営業等一切の取引はない。なお、坂上岳は当社の株式40千株を保有している。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表および財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)およ

び前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)ならびに当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年

３月31日)および当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)の連結財務諸表および財務諸表について、中

央青山監査法人の監査を受けている。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  16,414 23,423  

２ 受取手形及び売掛金  21,619 32,110  

３ たな卸資産  29,934 26,790  

４ 繰延税金資産  3,460 4,322  

５ その他  1,742 1,679  

貸倒引当金  △10 △29  

流動資産合計  73,160 68.7 88,297 71.3

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物及び構築物 17,201 17,457    

減価償却累計額 8,078 9,122 8,689 8,768  

(2) 機械装置及び運搬具 14,047 12,339    

減価償却累計額 9,956 4,090 8,817 3,522  

(3) 工具器具及び備品 6,664 6,414    

減価償却累計額 5,677 986 5,536 878  

(4) 土地  3,915 3,938  

(5) 建設仮勘定  9 10  

有形固定資産合計  18,124 17.0 17,117 13.8

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウェア  5,701 4,463  

(2) その他  20 21  

無形固定資産合計  5,721 5.4 4,484 3.6

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券 ※１  8,656 13,335  

(2) 繰延税金資産  9 5  

(3) その他 ※２  858 1,163  

貸倒引当金  ― △514  

投資その他の資産合計  9,524 8.9 13,989 11.3

固定資産合計  33,371 31.3 35,591 28.7

資産合計  106,532 100.0 123,889 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金  9,671 4,377  

２ １年内に返済予定の長期
借入金 

 1,150 5,453  

３ 未払法人税等  304 649  

４ 製品保証引当金  781 1,570  

５ その他  4,207 6,188  

流動負債合計  16,115 15.1 18,239 14.7

Ⅱ 固定負債     

１ 社債  ― 5,000  

２ 長期借入金  15,652 10,207  

３ 繰延税金負債  1,306 2,752  

４ 退職給付引当金  1,482 1,145  

５ 連結調整勘定  10 ―  

固定負債合計  18,450 17.3 19,105 15.4

負債合計  34,566 32.4 37,345 30.1

      

(少数株主持分)     

少数株主持分  ― ― ― ―

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  5,878 5.5 5,878 4.7

Ⅱ 資本剰余金  5,413 5.1 5,413 4.4

Ⅲ 利益剰余金  57,228 53.7 67,759 54.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金  2,374 2.3 5,284 4.3

Ⅴ 為替換算調整勘定  1,087 1.0 2,229 1.8

Ⅵ 自己株式 ※３  △17 △0.0 △22 △0.0

資本合計  71,965 67.6 86,543 69.9

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 106,532 100.0 123,889 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  70,096 100.0 90,792 100.0

Ⅱ 売上原価  53,013 75.6 63,121 69.5

売上総利益  17,083 24.4 27,670 30.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

 14,188 20.3 16,197 17.9

営業利益  2,894 4.1 11,473 12.6

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 121 225    

２ 受取配当金 97 75    

３ 連結調整勘定償却額 20 10    

４ 賃貸料 62 102    

５ 為替差益 ― 186    

６ 雑収入 300 602 0.9 76 676 0.8

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 140 171    

２ 社債発行費 ― 85    

３ 支払手数料 72 103    

４ 雑支出 57 270 0.4 78 438 0.5

経常利益  3,226 4.6 11,711 12.9

Ⅵ 特別利益     

１ 貸倒引当金戻入益 95 ―    

２ 固定資産処分益 ※３ 23 147    

３ 投資有価証券売却益 316 330    

４ その他 24 460 0.7 38 517 0.6

Ⅶ 特別損失     

１ 貸倒引当金繰入額 ― 496    

２ 固定資産処分損 ※３ 103 694    

３ 出資金評価損 13 ―    

４ その他 ― 116 0.2 49 1,241 1.4

税金等調整前当期純利益  3,570 5.1 10,987 12.1

法人税、住民税及び事業
税 

351 944    

法人税等調整額 1,563 1,915 2.7 △1,221 △276 △0.3

当期純利益  1,655 2.4 11,264 12.4

      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 5,413 5,413

Ⅱ 資本剰余金期末残高 5,413 5,413

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 56,306 57,228

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益 1,655 1,655 11,264 11,264

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金 733 733 733 733

Ⅳ 利益剰余金期末残高 57,228 67,759

    



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益  3,570 10,987 

２ 減価償却費  4,250 4,229 

３ 製品保証引当金の増加額  93 782 

４ 退職給付引当金の減少額  △545 △336 

５ 受取利息及び受取配当金  △219 △300 

６ 支払利息  140 171 

７ 固定資産処分益  △23 △147 

８ 固定資産処分損  103 694 

９ 投資有価証券売却益  △316 △330 

10 売上債権の増加額  △2,459 △10,245 

11 たな卸資産の増減額（△は増加）  △528 3,388 

12 仕入債務の増減額（△は減少）  511 △5,510 

13 その他  448 2,472 

小計  5,027 5,852 

14 利息及び配当金の受取額  183 336 

15 利息の支払額  △138 △154 

16 法人税等の支払額  △550 △519 

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,522 5,515 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 有形及び無形固定資産の取得による支出  △3,920 △3,404 

２ 有形及び無形固定資産の売却による収入  239 690 

３ 投資有価証券の取得による支出  △902 △82 

４ 投資有価証券の売却による収入  591 427 

５ 定期預金の預入による支出  △244 △243 

６ 定期預金の払戻による収入  344 159 

７ 長期前払費用に係る支出  △233 △2 

８ その他  62 57 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △4,062 △2,398 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入金の純減少額  △3,000 ― 

２ 長期借入れによる収入  6,000 ― 

３ 長期借入れの返済による支出  △40 △1,149 

４ 社債の発行による収入  ― 4,911 

５ 配当金の支払額  △733 △733 

６ その他  △3 △5 

財務活動によるキャッシュ・フロー  2,222 3,022 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  138 785 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  2,821 6,924 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  13,329 16,150 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  16,150 23,074 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ７社 

主要な連結子会社の名称 

「第１ 企業の概況 ４ 関係会

社の状況」に記載しているため省

略している。 

主要な連結子会社の増加事由 

当社は平成16年５月１日をもって

連結子会社富士機械製造(大連)有

限公司を設立したため、連結の範

囲に含めている。 

連結子会社の数 ７社 

主要な連結子会社の名称 

「第１ 企業の概況 ４ 関係会

社の状況」に記載しているため省

略している。 

――――――― 

  

  

非連結子会社はない。 非連結子会社はない。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用しない関連会社の名称 

フジ ド ブラジル マキナス イ

ンダストリアルス リミターダ、 

フジ マシン フィリピン インコ

ーポレイテッド 

持分法を適用しない関連会社の名称 

フジ ド ブラジル マキナス イ

ンダストリアルス リミターダ 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社の当期純損益およ

び利益剰余金等の合計額のうち持分

に見合う額の合計額は、連結会社の

当期純損益および利益剰余金等に与

える影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないので持分法を適

用していない。 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社の当期純損益およ

び利益剰余金等の合計額のうち持分

に見合う額の合計額は、連結会社の

当期純損益および利益剰余金等に与

える影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないので持分法を適

用していない。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、富士機械製造(大

連)有限公司の決算日は12月31日であ

る。連結財務諸表の作成にあたり、連

結決算日現在で実施した仮決算に基づ

く財務諸表を使用している。なお、そ

の他の連結子会社の事業年度の末日は

連結決算日と合致している。 

連結子会社のうち、富士機械製造(大

連)有限公司の決算日は12月31日であ

る。連結財務諸表の作成にあたり、連

結決算日現在で実施した仮決算に基づ

く財務諸表を使用している。なお、そ

の他の連結子会社の事業年度の末日は

連結決算日と合致している。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

(1) 重要な資産の評価基準

および評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定してい

る。) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定してい

る。) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  たな卸資産 

主として総平均法および最終仕入原

価法による原価法 

たな卸資産 

主として総平均法および最終仕入原

価法による原価法 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 

主として定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用している。 

なお、耐用年数および残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。 

有形固定資産 

主として定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用している。 

なお、耐用年数および残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。 

  無形固定資産 

定額法 

ただし、ソフトウェアについては市

場販売用は見込有効期間、自社利用

は見込利用可能期間による定額法を

採用している。 

無形固定資産 

定額法 

ただし、ソフトウェアについては市

場販売用は見込有効期間、自社利用

は見込利用可能期間による定額法を

採用している。 

(3) 重要な繰延資産の処理

方法 

――――――― 社債発行費 

支出時に全額費用として処理をして

いる。 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

連結会計年度末に有する債権の貸倒

れによる損失に備えるため、一般債

権について貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上することとしてい

る。 

貸倒引当金 

連結会計年度末に有する債権の貸倒

れによる損失に備えるため、一般債

権について貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上することとしてい

る。 

  製品保証引当金 

製品の保証期間に発生する当社の瑕

疵による費用の支出に備えるため、

過去の実績額を基礎として経験率を

算定し、これを売上高に乗じた額を

計上することとしている。 

製品保証引当金 

製品の保証期間に発生する当社の瑕

疵による費用の支出に備えるため、

過去の実績額を基礎として経験率を

算定し、これを売上高に乗じた額を

計上することとしている。 

  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、連

結会計年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計

上することとしている。数理計算上

の差異については、発生の翌連結会

計年度に一括費用処理することとし

ている。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、連

結会計年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計

上することとしている。数理計算上

の差異については、発生の翌連結会

計年度に一括費用処理することとし

ている。 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしているため特例処理

を採用している。 

ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしているため特例処理

を採用している。 

  ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  金利スワップ 

ヘッジ対象  借入金 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  金利スワップ 

ヘッジ対象  借入金 

  ヘッジ方針 

金利変動リスクの低減ならびに金融

収支改善のために行っている。 

ヘッジ方針 

金利変動リスクの低減ならびに金融

収支改善のために行っている。 

  ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、決算日における有

効性の判定を省略している。 

ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、決算日における有

効性の判定を省略している。 

(6) 消費税等 税抜方式を採用している。 税抜方式を採用している。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ 連結子会社の資産および

負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産および負債の評価方

法は、全面時価評価法によっている。 

連結子会社の資産および負債の評価方

法は、全面時価評価法によっている。 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は、２年間で均等償却し

ている。 

連結調整勘定は、２年間で均等償却し

ている。 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成している。 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成している。 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、要求払預金および取得日から３ヶ

月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的投資からなっている。 

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、要求払預金および取得日から３ヶ

月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的投資からなっている。 



      
会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))および「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号)を適用している。 

これによる損益に与える影響はない。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(連結貸借対照表) 

「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法律

第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月

１日より適用となることおよび「金融商品会計に関する

実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年２月

15日付で改正されたことにともない、当連結会計年度か

ら投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出

資(証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされ

るもの)を投資有価証券として表示する方法に変更し

た。なお、当該出資の額は、前連結会計年度では投資そ

の他の資産の「その他」に47百万円、当連結会計年度で

は「投資有価証券」に16百万円含めて表示している。 

――――――― 

(連結損益計算書) 

当連結会計年度において「出資金評価損」が特別損失総

額の100分の10を超えることとなったので、特別損失の

「その他」より区分掲記することとした。なお、前連結

会計年度の「出資金評価損」は、特別損失の「その他」

に含めて表示しており、その金額は14百万円である。 

――――――― 



  
注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

注記 
番号 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

注記
番号 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

※１ このうち関連会社株式24百万円が含まれている。 ※１ ――――――― 

※２ このうち関連会社出資金151百万円が含まれてい

る。 

※２ このうち関連会社出資金151百万円が含まれてい

る。 

※３ 

なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

48,911,874株である。 

自己株式の保有数 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は以下のとおりである。 

 普通株式 14,335株

※３ 

なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

48,911,874株である。 

自己株式の保有数 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は以下のとおりである。 

普通株式 17,484株

※ 受取手形裏書譲渡高 0百万円 ※ 受取手形裏書譲渡高 0百万円



(連結損益計算書関係) 

  

  

注記 
番号 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

注記
番号 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目は次のと

おりである。 

製品保証引当金繰入額 660百万円

従業員給料手当 3,287百万円

減価償却費 2,490百万円

研究開発費 2,498百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目は次のと

おりである。 

貸倒引当金繰入額 18百万円

製品保証引当金繰入額 1,430百万円

従業員給料手当 3,457百万円

減価償却費 2,795百万円

研究開発費 2,579百万円

※２ 研究開発費は、すべて販売費及び一般管理費に含

まれており、その金額は2,498百万円である。 

※２ 研究開発費は、すべて販売費及び一般管理費に含

まれており、その金額は2,579百万円である。 

※３ 固定資産処分損益の内訳は次のとおりである。 

固定資産処分益 

固定資産処分損 

機械装置及び運搬具他(売却) 23百万円

建物及び構築物(廃却) 6百万円

機械装置及び運搬具他(廃却) 27百万円

機械装置及び運搬具(売却) 48百万円

工具器具及び備品(廃却) 20百万円

計 103百万円

※３ 固定資産処分損益の内訳は次のとおりである。 

固定資産処分益 

固定資産処分損 

機械装置及び運搬具他(売却) 147百万円

建物及び構築物(廃却) 18百万円

機械装置及び運搬具他(廃却) 584百万円

機械装置及び運搬具他(売却) 67百万円

工具器具及び備品(廃却) 24百万円

計 694百万円



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 16,414百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △263百万円

現金及び現金同等物の期末残高 16,150百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 23,423百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △348百万円

現金及び現金同等物の期末残高 23,074百万円



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

  

区分 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

     

株式 4,133 8,079 3,946 4,340 12,920 8,579

債券 ― ― ― ― ― ―

その他 211 228 16 211 334 122

小計 4,344 8,307 3,962 4,552 13,254 8,702

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

      

株式 203 191 △12 ― ― ―

債券 ― ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ― ―

小計 203 191 △12 ― ― ―

合計 4,548 8,499 3,950 4,552 13,254 8,702

区分 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

売却額(百万円) 485 427 

売却益の合計額(百万円) 316 330 

区分 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 116 72 

投資事業有限責任組合およびそれに類す
る組合への出資 

16 7 

合計 132 80 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年３月31日現在) 

該当事項はない。 

なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているので、注記の対象から除いている。 

当連結会計年度(平成18年３月31日現在) 

該当事項はない。 

なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているので、注記の対象から除いている。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

①取引の内容および利用目的等 

金利変動リスクの低減ならびに金融収支改善のため

に、金利スワップ取引を行っている。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っている。 

(1) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金 

(2) ヘッジ方針 

金利変動リスクの低減ならびに金融収支改善

のために行っている。 

(3) ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしてい

るため、決算日における有効性の判定を省略し

ている。 

②取引に関する取組方針 

デリバティブ取引に対する取組方針としては、金融

債権債務残高の範囲内での金利ヘッジ目的の取引に限

定している。 

③取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は、将来の金利変動によるリスク

を有している。また、取引の相手方は格付の高い金融

機関を選別しており、相手方の契約不履行によるいわ

ゆる信用リスクは予測していない。 

④取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の管理体制については、関連業務

諸規定に則って取引を執行・管理することとなってお

り、取締役会の承認を受けた後、財務部にて執行され

ている。財務部内では取引のポジション、評価損益状

況等を常時把握しており、財務担当役員に月次報告さ

れるほか、取締役会に取引残高、評価損益、リスク量

に関する報告を定期的に行っている。 

①取引の内容および利用目的等 

金利変動リスクの低減ならびに金融収支改善のため

に、金利スワップ取引を行っている。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っている。 

(1) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金 

(2) ヘッジ方針 

金利変動リスクの低減ならびに金融収支改善

のために行っている。 

(3) ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしてい

るため、決算日における有効性の判定を省略し

ている。 

②取引に関する取組方針 

デリバティブ取引に対する取組方針としては、金融

債権債務残高の範囲内での金利ヘッジ目的の取引に限

定している。 

③取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は、将来の金利変動によるリスク

を有している。また、取引の相手方は格付の高い金融

機関を選別しており、相手方の契約不履行によるいわ

ゆる信用リスクは予測していない。 

④取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の管理体制については、関連業務

諸規定に則って取引を執行・管理することとなってお

り、取締役会の承認を受けた後、財務部にて執行され

ている。財務部内では取引のポジション、評価損益状

況等を常時把握しており、財務担当役員に月次報告さ

れるほか、取締役会に取引残高、評価損益、リスク量

に関する報告を定期的に行っている。 



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は適格退職年金制度と厚生年金基金制度を設けている。また、一部国内連結子会社は適格退職年金制度を、

一部海外連結子会社は確定拠出型年金制度を設けている。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

(注) １ 当社は日本工作機械関連工業厚生年金基金に加盟しており、その年金資産額は前連結会計年度は5,727百万円、当連結会

計年度は7,037百万円であり、上記年金資産には含めていない。 

２ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上している。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  前連結会計年度 

(平成17年３月31日)(百万円) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日)(百万円) 

① 退職給付債務 △7,317 △7,460 

② 年金資産 5,949 7,063 

③ 未積立退職給付債務(①＋②) △1,368 △397 

④ 未認識数理計算上の差異 △113 △747 

⑤ 退職給付引当金(③＋④) △1,482 △1,145 

  前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

(百万円) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

(百万円) 

① 勤務費用 414 412 

② 利息費用 178 181 

③ 期待運用収益 △151 △165 

④ 数理計算上の差異の費用処理額 △266 △113 

⑤ 退職給付費用(①＋②＋③＋④) 175 314 

  前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

② 割引率 2.5％ 2.5％ 

③ 期待運用収益率 2.8％ 2.8％ 

④ 数理計算上の差異の処理年数 翌連結会計年度に一括費用処理 翌連結会計年度に一括費用処理 



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

 (繰延税金資産) 

 繰越欠損金 5,991百万円

 たな卸資産評価損 773百万円

 退職給付引当金 591百万円

 未払費用 578百万円

 投資有価証券評価損 382百万円

 製品保証引当金 308百万円

 その他 124百万円

  繰延税金資産小計 8,750百万円

 評価性引当額 △5,004百万円

  繰延税金資産合計 3,745百万円

 (繰延税金負債) 

 その他有価証券評価差額金 △1,579百万円

 債権債務消去に伴う貸倒引当金の
取崩し 

△1百万円

  繰延税金負債合計 △1,581百万円

  繰延税金資産の純額 2,163百万円

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

(繰延税金資産)  

繰越欠損金 2,286百万円

未払費用 704百万円

製品保証引当金 630百万円

たな卸資産評価損 483百万円

退職給付引当金 464百万円

貸倒引当金 198百万円

投資有価証券評価損 195百万円

その他 334百万円

 繰延税金資産小計 5,297百万円

評価性引当額 △304百万円

 繰延税金資産合計 4,993百万円

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 △3,416百万円

債権債務消去に伴う貸倒引当金の
取崩し 

△0百万円

 繰延税金負債合計 △3,417百万円

 繰延税金資産の純額 1,575百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率 39.9％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

0.6％

 受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 

△0.3％

 住民税均等割等 0.5％

 評価性引当額 11.7％

 未実現利益税効果未認識額 0.5％

 その他 0.7％

 税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

53.6％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

0.2％

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 

△0.1％

住民税均等割等 0.2％

評価性引当額 △47.0％

未実現利益税効果未認識額 1.2％

その他 2.4％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

△2.5％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質によっている。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 電子部品組立機事業  電子部品自動装着機 

(2) 工作機械事業     自動旋盤、専用機 

(3) 液晶関連事業     液晶関連製造装置 

(4) その他の事業     制御機器、電子基板受託生産、ソフトウェア開発、保険代理業 

３ 「営業費用」のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,674百万円であり、その主なものは

親会社の技術研究費および管理部門に係る費用である。 

４ 「資産」のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、12,597百万円であり、その主なものは親会社での余

資運用資金(現金預金)、長期投資資金(投資有価証券)、技術研究および管理部門に係る資産等である。 

  

  
電子部品 
組立機事業 
(百万円) 

工作機械
事業 
(百万円) 

液晶関連
事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

46,961 16,921 5,102 1,112 70,096 ― 70,096

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

0 ― ― 838 838 (838) ―

計 46,961 16,921 5,102 1,950 70,935 (838) 70,096

営業費用 43,408 15,713 5,253 1,997 66,373 828 67,202

営業利益又は営業損失
(△) 

3,552 1,207 △151 △46 4,561 (1,667) 2,894

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

     

資産 65,679 20,384 5,846 2,040 93,950 12,581 106,532

減価償却費 3,245 428 327 119 4,121 129 4,250

資本的支出 2,862 316 623 75 3,878 32 3,910



当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質によっている。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 電子部品組立機事業  電子部品自動装着機 

(2) 工作機械事業     自動旋盤、専用機 

(3) 液晶関連事業     液晶関連製造装置 

(4) その他の事業     制御機器、電子基板受託生産、ソフトウェア開発、保険代理業 

３ 「営業費用」のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,296百万円であり、その主なものは

親会社の技術研究費および管理部門に係る費用である。 

４ 「資産」のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、22,353百万円であり、その主なものは親会社での余

資運用資金(現金預金)、長期投資資金(投資有価証券)、技術研究および管理部門に係る資産等である。 

  

  
電子部品 
組立機事業 
(百万円) 

工作機械
事業 
(百万円) 

液晶関連
事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

63,605 23,383 2,440 1,363 90,792 ― 90,792

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

0 ― ― 1,031 1,031 (1,031) ―

計 63,605 23,383 2,440 2,394 91,823 (1,031) 90,792

営業費用 52,885 20,761 3,129 2,278 79,054 264 79,318

営業利益又は営業損失
(△) 

10,720 2,622 △688 115 12,769 (1,295) 11,473

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

     

資産 72,252 23,479 3,554 2,265 101,551 22,337 123,889

減価償却費 3,169 444 429 98 4,141 87 4,229

資本的支出 2,714 418 328 35 3,497 27 3,524



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 
  

(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1) 北アメリカ：アメリカ 

(2) ヨーロッパ：ドイツ 

(3) アジア：中国 

３ 「営業費用」のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,674百万円であり、その主なものは

親会社の技術研究費および管理部門に係る費用である。 

４ 「資産」のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、12,597百万円であり、その主なものは親会社での余

資運用資金(現金預金)、長期投資資金(投資有価証券)、技術研究および管理部門に係る資産等である。 

５ 当グループは、当連結会計年度において新たに中国に富士機械製造(大連)有限公司を連結子会社として設立したことにと

もない、アジアとして区分表示している。 

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 
  

(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1) 北アメリカ：アメリカ 

(2) ヨーロッパ：ドイツ 

(3) アジア：中国 

３ 「営業費用」のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,296百万円であり、その主なものは

親会社の技術研究費および管理部門に係る費用である。 

４ 「資産」のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、22,353百万円であり、その主なものは親会社での余

資運用資金(現金預金)、長期投資資金(投資有価証券)、技術研究および管理部門に係る資産等である。 

  
日本
(百万円) 

北アメリカ 
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益         

売上高         

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

58,099 9,671 2,272 53 70,096 ― 70,096 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

7,710 12 26 ― 7,748 (7,748) ― 

計 65,809 9,684 2,298 53 77,845 (7,748) 70,096 

営業費用 61,380 9,484 2,294 57 73,217 (6,014) 67,202 

営業利益又は営業損失
(△) 

4,429 200 3 △4 4,628 (1,733) 2,894 

Ⅱ 資産 81,058 14,142 1,390 135 96,726 9,805 106,532 

  
日本
(百万円) 

北アメリカ 
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益         

売上高         

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

73,383 12,673 4,510 224 90,792 ― 90,792 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

12,044 17 14 6 12,082 (12,082) ― 

計 85,427 12,690 4,525 231 102,874 (12,082) 90,792 

営業費用 73,250 11,984 4,270 249 89,755 (10,436) 79,318 

営業利益又は営業損失
(△) 

12,176 706 254 △18 13,119 (1,645) 11,473 

Ⅱ 資産 86,479 17,332 2,427 141 106,381 17,508 123,889 



【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1) 北アメリカ：アメリカ・カナダ等 

(2) ヨーロッパ：ドイツ・フィンランド等 

(3) アジア：中国・台湾等 

(4) その他の地域：ブラジル等 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。 

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1) 北アメリカ：アメリカ・メキシコ等 

(2) ヨーロッパ：ドイツ・ポーランド等 

(3) アジア：中国・マレーシア等 

(4) その他の地域：ブラジル等 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。 

  

  北アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 10,202 4,978 34,207 2,627 52,015

Ⅱ 連結売上高(百万円)     70,096

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

14.6 7.1 48.8 3.7 74.2

  北アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 14,086 6,810 43,486 1,624 66,008

Ⅱ 連結売上高(百万円)     90,792

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

15.5 7.5 47.9 1.8 72.7



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はない。 

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はない。 

  

(１株当たり情報) 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,471円77銭 1,768円79銭

１株当たり当期純利益金額 33円86銭 229円15銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

潜在株式がないため記載をしていな
い。 

潜在株式がないため記載をしていな
い。 

１株当たり当期純利益金額の算定上
の基礎 

連結損益計算書上の当期純利益金額
1,655百万円

普通株式に係る当期純利益金額
1,655百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な
内訳 
 該当事項はない。
  
普通株式の期中平均株式数

48,898,799株

連結損益計算書上の当期純利益金額
11,264百万円

普通株式に係る当期純利益金額 
11,204百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な
内訳 
利益処分による役員賞与金 

60百万円
普通株式の期中平均株式数 

48,896,028株



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関４行と特定融資枠契約を締結している。 

  

(2) 【その他】 

① 連結会計年度終了後の状況 

事業の種類別セグメント情報に関して、従来、液晶関連製造装置は液晶関連事業として表示していたが、当

該事業の売上割合が減少しており今後もこの傾向が見込まれるため、本年４月をもって、液晶関連事業を電子

部品組立機事業に含めることとした。 

  

② 重要な訴訟事件等 

特に記載すべき事項はない。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

富士機械製造株式会社 
第９回無担保
社債 

平成17年
12月30日 

― 5,000 1.415 無担保社債 
平成22年
12月30日 

合計 ― ― ― 5,000 ― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

― ― ― ― 5,000 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 ― ― ― ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,150 5,453 0.9 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

15,652 10,207 0.7
平成19年８月～ 
平成22年２月 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 16,802 15,660 ― ― 

１年超２年以内(百万円) ２年超３年以内(百万円) ３年超４年以内(百万円) ４年超５年以内(百万円)

2,103 5,103 3,000 ― 

特定融資枠契約の総額 11,500百万円  
当連結会計年度末残高 ―百万円  
当連結会計年度契約手数料 49百万円 (なお、当該金額は営業外費用の「支払手数料」

に含めて表示している。)     



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  5,427 11,668  

２ 受取手形  2,034 2,780  

３ 売掛金  19,384 27,805  

４ 製品  2,006 1,740  

５ 原材料  15,978 14,481  

６ 仕掛品  8,807 7,576  

７ 貯蔵品  102 96  

８ 前渡金  94 92  

９ 前払費用  16 46  

10 繰延税金資産  3,154 3,758  

11 未収金  1,306 1,130  

12 その他  22 23  

流動資産合計  58,334 64.8 71,202 67.9

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 13,602 13,675    

減価償却累計額 6,648 6,953 7,082 6,592  

(2) 構築物 1,129 1,131    

減価償却累計額 772 357 810 320  

(3) 機械及び装置 12,922 11,059    

減価償却累計額 9,153 3,768 7,975 3,083  

(4) 車輌及び運搬具 427 437    

減価償却累計額 358 68 353 84  

(5) 工具器具及び備品 5,944 5,625    

減価償却累計額 5,044 899 4,873 752  

(6) 土地  3,211 3,211  

(7) 建設仮勘定  9 10  

有形固定資産合計  15,269 17.0 14,055 13.4

２ 無形固定資産     

(1) 借地権  5 5  

(2) ソフトウェア  5,685 4,440  

(3) 電話加入権  10 10  

(4) その他  1 2  

無形固定資産合計  5,703 6.3 4,458 4.3



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券  8,529 13,201  

(2) 関係会社株式  1,140 1,115  

(3) 出資金  52 40  

(4) 関係会社出資金  372 372  

(5) 長期前払費用  492 318  

(6) その他  83 64  

投資その他の資産合計  10,671 11.9 15,113 14.4

固定資産合計  31,644 35.2 33,627 32.1

資産合計  89,978 100.0 104,829 100.0

      



  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形  5,902 1  

２ 買掛金  3,855 4,307  

３ １年内に返済予定の長期
借入金 

 1,050 5,350  

４ 未払金  192 241  

５ 未払費用  2,028 2,419  

６ 未払法人税等  110 191  

７ 前受金  66 40  

８ 預り金  753 1,277  

９ 製品保証引当金  689 1,496  

10 設備購入支払手形  107 109  

流動負債合計  14,756 16.4 15,434 14.7

Ⅱ 固定負債     

１ 社債  ― 5,000  

２ 長期借入金  15,350 10,000  

３ 繰延税金負債  1,306 2,749  

４ 退職給付引当金  1,473 1,133  

５ その他  15 15  

固定負債合計  18,144 20.2 18,898 18.1

負債合計  32,901 36.6 34,333 32.8

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※１  5,878 6.5 5,878 5.6

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金  5,413 5,413  

資本剰余金合計  5,413 6.0 5,413 5.2

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  1,450 1,450  

２ 任意積立金     

(1) 別途積立金 39,400 39,400 39,400 39,400  

３ 当期未処分利益  2,572 13,099  

利益剰余金合計  43,422 48.3 53,949 51.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※２  2,379 2.6 5,276 5.0

Ⅴ 自己株式 ※３  △17 △0.0 △22 △0.0

資本合計  57,077 63.4 70,496 67.2

負債資本合計  89,978 100.0 104,829 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  64,963 100.0 84,344 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 製品期首たな卸高 1,196 2,006   

２ 当期製品製造原価 52,394 61,146   

合計 53,591 63,152   

３ 製品期末たな卸高 2,006 51,585 79.4 1,740 61,411 72.8

売上総利益  13,378 20.6 22,932 27.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 販売手数料 38 54   

２ 荷造運賃 1,048 1,289   

３ 広告宣伝費 178 176   

４ 販売諸掛 217 305   

５ 製品保証引当金繰入額 568 1,356   

６ 役員報酬 216 236   

７ 従業員給料手当 2,127 2,197   

８ 旅費交通費 313 318   

９ 減価償却費 2,374 2,670   

10 研究開発費 ※１ 2,498 2,579   

11 その他 1,534 11,117 17.1 1,301 12,485 14.8

営業利益  2,261 3.5 10,447 12.4

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 0 1   

２ 受取配当金 ※２ 191 169   

３ 試作研究完成品処分額 49 ―   

４ 賃貸料 65 96   

５ 為替差益 ― 176   

６ 雑収入 82 390 0.6 54 498 0.6

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 120 136   

２ 社債利息 ― 17   

３ 社債発行費 ― 85   

４ 支払手数料 72 103   

５ 雑支出 36 229 0.4 3 346 0.4

経常利益  2,422 3.7 10,599 12.6



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産処分益 ※３ 23 147   

２ 投資有価証券売却益 316 330   

３ その他 25 365 0.6 38 516 0.6

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産処分損 ※３ 88 686   

２ 出資金評価損 13 ―   

３ その他 ― 101 0.2 49 736 0.9

税引前当期純利益  2,686 4.1 10,380 12.3

法人税、住民税 
及び事業税 

20 112   

法人税等調整額 1,492 1,512 2.3 △992 △880 △1.1

当期純利益  1,173 1.8 11,260 13.4

前期繰越利益  1,765 2,206 

中間配当額  366 366 

当期未処分利益  2,572 13,099 

     



製造原価明細書 

  

  

製造原価明細書脚注 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 材料費 ※１  39,319 73.8 49,038 76.9

Ⅱ 労務費  8,316 15.6 9,234 14.5

Ⅲ 経費 ※２  5,670 10.6 5,513 8.6

当期総製造費用  53,306 100.0 63,786 100.0

仕掛品期首たな卸高  12,127 8,807 

合計  65,433 72,593 

仕掛品期末たな卸高  8,807 7,576 

他勘定振替高 ※３  4,231 3,870 

当期製品製造原価  52,394 61,146 

     

注記 
番号 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

注記
番号 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 外注加工部品仕入高 25,610百万円 ※１ 外注加工部品仕入高 30,164百万円

※２ 経費のうち減価償却費 1,662百万円

委託作業費 903百万円

※２ 経費のうち減価償却費 1,329百万円

委託作業費 1,019百万円

※３ 他勘定振替高内訳 

固定資産 2,139百万円

販売費及び一般管理費 2,074百万円

製造経費 9百万円

その他(作業屑売却額) 7百万円

※３ 他勘定振替高内訳  

固定資産 1,981百万円

販売費及び一般管理費 1,854百万円

製造経費 8百万円

その他(作業屑売却額) 26百万円

  
原価計算の方法 

総合原価計算を採用している。 
  



③ 【利益処分計算書】 

  

  

株主総会承認年月日 
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 2,572 13,099

Ⅱ 利益処分額  

１ 配当金 366 488  

２ 役員賞与金 ― 60  

  (うち監査役分) (―) (4)  

３ 任意積立金  

 (1) 別途積立金 ― 366 7,550 8,098

Ⅲ 次期繰越利益 2,206 5,000

   



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準およ

び評価方法 

子会社株式および関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定している。) 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

子会社株式および関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定している。) 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準お

よび評価方法 

製品・仕掛品 

 総平均法による原価法 

原材料・貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

製品・仕掛品 

 総平均法による原価法 

原材料・貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用している。 

 なお、耐用年数および残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。 

有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用している。 

 なお、耐用年数および残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。 

  無形固定資産 

 定額法 

 ただし、ソフトウェアについては市

場販売用は見込有効期間、自社利用

は見込利用可能期間による定額法を

採用している。 

無形固定資産 

 定額法 

 ただし、ソフトウェアについては市

場販売用は見込有効期間、自社利用

は見込利用可能期間による定額法を

採用している。 

  長期前払費用 

 均等償却 

 なお、償却期間については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っている。 

長期前払費用 

 均等償却 

 なお、償却期間については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っている。 

４ 繰延資産の処理方法 ――――――― 社債発行費 

 支出時に全額費用として処理をして

いる。 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 事業年度末に有する債権の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債権に

ついて貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上することとしている。 

貸倒引当金 

 事業年度末に有する債権の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債権に

ついて貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上することとしている。 

  製品保証引当金 

 製品の保証期間に発生する当社の瑕

疵による費用の支出に備えるため、

過去の実績額を基礎として経験率を

算定し、これを売上高に乗じた額を

計上することとしている。 

製品保証引当金 

 製品の保証期間に発生する当社の瑕

疵による費用の支出に備えるため、

過去の実績額を基礎として経験率を

算定し、これを売上高に乗じた額を

計上することとしている。 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、事

業年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上す

ることとしている。数理計算上の差

異については、発生の翌事業年度に

一括費用処理することとしている。 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、事

業年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上す

ることとしている。数理計算上の差

異については、発生の翌事業年度に

一括費用処理することとしている。 

６ ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしているため特例処理

を採用している。 

ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしているため特例処理

を採用している。 

  ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  金利スワップ 

 ヘッジ対象  借入金 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  金利スワップ 

 ヘッジ対象  借入金 

  ヘッジ方針 

 金利変動リスクの低減ならびに金融

収支改善のために行っている。 

ヘッジ方針 

 金利変動リスクの低減ならびに金融

収支改善のために行っている。 

  ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、決算日における有

効性の判定を省略している。 

ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、決算日における有

効性の判定を省略している。 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

    

  消費税等の会計処理 税抜方式を採用している。 税抜方式を採用している。 



  
会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))および「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号)を適用している。 

これによる損益に与える影響はない。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(貸借対照表) 

「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法律

第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月

１日より適用となることおよび「金融商品会計に関する

実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年２月

15日付で改正されたことにともない、当事業年度から投

資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資

(証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされる

もの)を投資有価証券として表示する方法に変更した。

なお、当該出資の額は、前事業年度では「出資金」に47

百万円、当事業年度では「投資有価証券」に16百万円含

めて表示している。 

――――――― 

(損益計算書) 

１ 前事業年度において独立科目で掲記していた「為替

差損」は、営業外費用総額の100分の10以下であるの

で、当事業年度では営業外費用の「その他」に含めて

表示している。なお、当事業年度の「為替差損」の金

額は3百万円である。 

２ 前事業年度において独立科目で掲記していた「貸倒

引当金戻入」は、特別利益総額の100分の10以下であ

るので、当事業年度では特別利益の「その他」に含め

て表示している。なお、当事業年度の「貸倒引当金戻

入」の金額は0百万円である。 

３ 当事業年度において「出資金評価損」が特別損失総

額の100分の10を超えることとなったので、特別損失

の「その他」より区分掲記することとした。なお、前

事業年度の「出資金評価損」は、特別損失の「その

他」に含めて表示しており、その金額は14百万円であ

る。 

――――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

注記 
番号 

前事業年度
(平成17年３月31日) 

注記
番号 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 

ただし、定款の定めにより、「株式の消却が行わ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずる」

ことになっている。 

会社が発行する株式の総数 

 普通株式 195,000,000株

発行済株式の総数 普通株式 48,911,874株

※１ 

ただし、定款の定めにより、「株式の消却が行わ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずる」

ことになっている。 

会社が発行する株式の総数  

普通株式 195,000,000株

発行済株式の総数 普通株式 48,911,874株

※２ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する純資産

額は2,379百万円である。 

※２ 配当制限

 商法施行規則第124条第３号に規定する純資産

額は5,276百万円である。 

※３ 自己株式の保有数 普通株式 14,335株 ※３ 自己株式の保有数 普通株式 17,484株

※ 関係会社に対する主な資産・負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次のとおりである。

 売掛金 1,906百万円

※ 関係会社に対する主な資産・負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次のとおりである。

 売掛金 3,547百万円

※ 保証債務 

銀行借入に対する保証債務 

フジ マシン マニュファクチュアリング(ヨー

ロッパ)ゲーエムベーハー 

  402百万円

※ 保証債務 

銀行借入に対する保証債務 

フジ マシン マニュファクチュアリング(ヨー

ロッパ)ゲーエムベーハー 

  310百万円



(損益計算書関係) 

  

  

注記 
番号 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

注記
番号 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 研究開発費は、すべて販売費及び一般管理費に含

まれており、その金額は2,498百万円である。 

※１ 研究開発費は、すべて販売費及び一般管理費に含

まれており、その金額は2,579百万円である。 

※２ このうち関係会社からの配当金129百万円が含ま

れている。 

※２ このうち関係会社からの配当金95百万円が含まれ

ている。 

※３ 固定資産処分損益の内訳は次のとおりである。 

固定資産処分益 

固定資産処分損 

機械及び装置他(売却) 23百万円

建物(廃却) 4百万円

機械及び装置他(廃却) 27百万円

機械及び装置他(売却) 36百万円

工具器具及び備品(廃却) 19百万円

計 88百万円

※３ 固定資産処分損益の内訳は次のとおりである。 

固定資産処分益 

固定資産処分損 

機械及び装置他(売却) 147百万円

建物他(廃却) 18百万円

機械及び装置他(廃却) 580百万円

機械及び装置他(売却) 66百万円

工具器具及び備品(廃却) 21百万円

計 686百万円



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

当事業年度(平成18年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(税効果会計関係) 

  

  
  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

 (繰延税金資産) 

 繰越欠損金 5,950百万円

 退職給付引当金 587百万円

 たな卸資産評価損 557百万円

 未払費用 529百万円

 投資有価証券評価損 382百万円

 製品保証引当金 274百万円

 その他 69百万円

  繰延税金資産小計 8,352百万円

 評価性引当額 △4,925百万円

  繰延税金資産合計 3,427百万円

 (繰延税金負債) 

  その他有価証券評価差額金 △1,578百万円

  繰延税金負債合計 △1,578百万円

  繰延税金資産の純額 1,848百万円

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

(繰延税金資産)  

繰越欠損金 2,273百万円

未払費用 631百万円

製品保証引当金 607百万円

退職給付引当金 459百万円

たな卸資産評価損 215百万円

投資有価証券評価損 195百万円

その他 280百万円

 繰延税金資産小計 4,663百万円

評価性引当額 △243百万円

 繰延税金資産合計 4,419百万円

(繰延税金負債)  

 その他有価証券評価差額金 △3,411百万円

 繰延税金負債合計 △3,411百万円

 繰延税金資産の純額 1,008百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率 39.9％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

0.6％

 受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 

△1.8％

 住民税均等割等 0.7％

 評価性引当額 16.8％

 その他 0.1％

 税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

56.3％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

0.2％

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 

△0.5％

住民税均等割等 0.1％

評価性引当額 △49.8％

その他 0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

△8.5％



(１株当たり情報) 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,167円28銭 1,440円58銭

１株当たり当期純利益金額 24円00銭 229円06銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

潜在株式がないため記載をしていな
い。 

潜在株式がないため記載をしていな
い。 

１株当たり当期純利益金額の算定上
の基礎 

損益計算書上の当期純利益金額
1,173百万円

普通株式に係る当期純利益金額
1,173百万円

普通株主に帰属しない金額の主要
な内訳 
 該当事項はない。
  
普通株式の期中平均株式数

48,898,799株

損益計算書上の当期純利益金額 
11,260百万円

普通株式に係る当期純利益金額 
11,200百万円

普通株主に帰属しない金額の主要
な内訳 
利益処分による役員賞与金 

60百万円
普通株式の期中平均株式数 

48,896,028株



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有
価証券 

その他有価
証券 

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 701,700 6,455 

中部鋼鈑㈱ 500,000 912 

㈱名古屋銀行 976,203 905 

㈱安川電機 649,000 862 

浜井産業㈱ 1,709,000 642 

新東工業㈱ 350,000 596 

㈱錢高組 1,166,000 475 

㈱マキタ 96,000 348 

㈱ジェイテクト 100,000 235 

㈱みずほフィナンシャルグル
ープ 

228 219 

㈱立花エレテック 160,930 209 

伊勢湾海運㈱ 205,000 190 

東京窯業㈱ 415,000 145 

名糖産業㈱ 55,200 133 

山洋電気㈱ 105,000 111 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャ
ル・グループ 

43 78 

みずほインベスターズ証券㈱ 175,734 70 

その他15銘柄 710,180 264 

小計 8,075,219 12,858 

計 8,075,219 12,858 



【その他】 

  

  

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円) 

投資有
価証券 

その他有価
証券 

(証券投資信託の受益証券)   

三菱ＵＦＪ証券㈱国際トリプ
ル・アセット・オープン 

5,000
  
48 
  

みずほインベスターズ証券㈱
ＭＳＤＷジャパンエクイティ
オープン 

30,000 286 

投資事業組合ＪＡＩＣ－ジャ
パン１(ビー)号 

2 7 

小計 ― 342 

計 ― 342 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりである。 

機械及び装置  自社製機械         788百万円 

ソフトウェア  市場販売用        1,489百万円 

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりである。 

機械及び装置  自社製機械        2,475百万円 

ソフトウェア  市場販売用        2,567百万円 

  

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末残
高 

(百万円) 

有形固定資産       

建物 13,602 120 48 13,675 7,082 470 6,592

構築物 1,129 5 3 1,131 810 41 320

機械及び装置 12,922 1,066 2,929 11,059 7,975 566 3,083

車輌及び運搬具 427 41 31 437 353 24 84

工具器具及び備品 5,944 265 583 5,625 4,873 358 752

土地 3,211 ― ― 3,211 ― ― 3,211

建設仮勘定 9 16 15 10 ― ― 10

有形固定資産計 37,247 1,516 3,612 35,151 21,096 1,462 14,055

無形固定資産       

借地権 5 ― ― 5 ― ― 5

ソフトウェア 8,924 1,709 2,728 7,905 3,465 2,536 4,440

電話加入権 10 ― ― 10 ― ― 10

その他 6 1 1 5 3 0 2

無形固定資産計 8,947 1,710 2,730 7,927 3,468 2,537 4,458

長期前払費用 649 1 68 582 264 112 318

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

(注) 当期末における自己株式は17,484株である。 

  

【引当金明細表】 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 5,878 ― ― 5,878

資本金のうち
既発行株式 

普通株式 (注) (株) (48,911,874) (―) (―) (48,911,874)

普通株式 (百万円) 5,878 ― ― 5,878

計 (株) (48,911,874) (―) (―) (48,911,874)

計 (百万円) 5,878 ― ― 5,878

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

資本準備金      

株式払込剰余金 (百万円) 5,260 ― ― 5,260

合併差益 (百万円) 153 ― ― 153

計 (百万円) 5,413 ― ― 5,413

利益準備金及
び任意積立金 

利益準備金 (百万円) 1,450 ― ― 1,450

任意積立金      

別途積立金  (百万円) 39,400 ― ― 39,400

計 (百万円) 40,850 ― ― 40,850

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

製品保証引当金 689 1,356 549 ― 1,496



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

種類 金額(百万円)

現金 20

預金 

当座預金 1,639

普通預金 8

大口定期預金 10,000

小計 11,648

合計 11,668

相手先名 金額(百万円)

㈱ヨネイ 238

㈱ナ・デックス 207

㈱大誠 207

ＮＳＫワーナー㈱ 207

伊藤忠メカトロニクス㈱ 146

その他 1,773

合計 2,780

期日 金額(百万円)

平成18年４月 570

平成18年５月 851

平成18年６月 660

平成18年７月 611

平成18年８月 46

平成18年９月 41

合計 2,780



③ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

  

(ロ)売掛金の回収状況および滞留状況 
  

(注) １ 金額は消費税等を含んでいる。 

２ 算出方法 

  

  

④ 製品 
  

相手先名 金額(百万円)

アッセンテック インターナショナル カンパニーリミ
テッド(中国) 

7,167

シュミット カンパニーリミテッド(香港） 1,897

フジ アメリカ コーポレイション 1,729

双日㈱ 1,474

トヨタ自動車㈱ 1,380

その他 14,156

合計 27,805

期間 

前期末 
売掛金残高 

  
(百万円) 

発生高
  
  

(百万円) 

回収高
  
  

(百万円) 

当期末
売掛金残高 

  
(百万円) 

回収率 
  
  
(％) 

滞留日数
  
  
(日) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

19,384 88,327 79,906 27,805 74.2 97.6 

回収率＝ 
回収高 

×100 
前期末売掛金残高＋発生高 

滞留日数＝ 

(前期末売掛金残高＋当期末売掛金残高) × 
１

２

発生高× 
1     
365 

品名 金額(百万円)

電子部品組立機 

電子部品自動装着機 1,503

装着関連機器 69

小計 1,573

工作機械 
自動旋盤 139

小計 139

 液晶関連 
 液晶関連製造装置 27

小計 27

合計 1,740



  
⑤ 原材料 

  

  

⑥ 仕掛品 

  

  

⑦ 貯蔵品 

  

  

品名 金額(百万円)

鋼材鋳物 134

市販購入品 2,908

加工部品 11,439

合計 14,481

品名 金額(百万円)

電子部品組立機 

電子部品自動装着機 4,845

装着関連機器 153

小計 4,999

工作機械 

自動旋盤 1,800

専用機 209

小計 2,009

液晶関連 
液晶関連製造装置 567

小計 567

合計 7,576

品名 金額(百万円)

消耗品 89

作業用消耗工具 6

合計 96



⑧ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

⑨ 買掛金 

  

  

相手先名 金額(百万円)

愛知日野自動車㈱ 1

合計 1

期日 金額(百万円)

平成18年６月 1

合計 1

相手先名 金額(百万円)

大羽精研㈱ 251

㈱エヌ・イー 245

㈱マコト工業 241

㈱柴山商会 146

㈱乾光精機製作所 144

その他 3,278

合計 4,307



  

⑩ １年内に返済予定の長期借入金 

  

  

⑪ 長期借入金 

  

  

借入先名 金額(百万円)

大同生命保険㈱ 2,200

愛知県信用農業協同組合連合会 500

三井生命保険㈱ 500

㈱十六銀行 500

その他 1,650

合計 5,350

借入先名 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 4,000

住友生命保険相互会社 750

愛知県信用農業協同組合連合会 675

㈱名古屋銀行 500

その他 4,075

合計 10,000



(3) 【その他】 

① 決算日後の状況 

特に記載すべき事項はない。 

  

② 重要な訴訟事件等 

特に記載すべき事項はない。 

  

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更を行い、当会社の公告方法は次のとおりとしている。 

当会社の公告方法は、電子公告により行う。事故等やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本

経済新聞に掲載する方法により行う。 

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載することとしており、そのアドレスは次のとおりである。 

 http://www.fuji.co.jp/ 

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
１株券 ５株券 10株券 50株券 100株券 500株券 1,000株券 10,000株券 
100株未満の株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料 １件につき 10,500円(消費税を含む)

  株券登録料 １枚につき   525円(消費税を含む)

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞 (注) 

株主に対する特典 該当事項はない。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。 

(1) 有価証券報告書およびその添付書類 

  

(2) 半期報告書 

  

  

事業年度 第59期 （自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年６月30日 

      関東財務局長に提出。 

  第60期中 （自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 平成17年12月26日 

      関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。 

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

富 士 機 械 製 造 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている富士機械製造株式会

社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、富士機械製造株

式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長谷川 周 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 稲 越 千 束 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

富 士 機 械 製 造 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている富士機械製造株式会

社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、富士機械製造株

式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長谷川 周 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 稲 越 千 束 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

富 士 機 械 製 造 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている富士機械製造株式会

社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第59期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算

書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、富士機械製造株式会

社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長谷川 周 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 稲 越 千 束 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

富 士 機 械 製 造 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている富士機械製造株式会

社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第60期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算

書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、富士機械製造株式会

社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長谷川 周 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 稲 越 千 束 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の推移
	(4)所有者別状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1)定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	その他
	有形固定資産等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/83
	pageform2: 2/83
	form1: EDINET提出書類  2006/06/30 提出
	form2: 富士機械製造株式会社(342024)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/83
	pageform4: 4/83
	pageform5: 5/83
	pageform6: 6/83
	pageform7: 7/83
	pageform8: 8/83
	pageform9: 9/83
	pageform10: 10/83
	pageform11: 11/83
	pageform12: 12/83
	pageform13: 13/83
	pageform14: 14/83
	pageform15: 15/83
	pageform16: 16/83
	pageform17: 17/83
	pageform18: 18/83
	pageform19: 19/83
	pageform20: 20/83
	pageform21: 21/83
	pageform22: 22/83
	pageform23: 23/83
	pageform24: 24/83
	pageform25: 25/83
	pageform26: 26/83
	pageform27: 27/83
	pageform28: 28/83
	pageform29: 29/83
	pageform30: 30/83
	pageform31: 31/83
	pageform32: 32/83
	pageform33: 33/83
	pageform34: 34/83
	pageform35: 35/83
	pageform36: 36/83
	pageform37: 37/83
	pageform38: 38/83
	pageform39: 39/83
	pageform40: 40/83
	pageform41: 41/83
	pageform42: 42/83
	pageform43: 43/83
	pageform44: 44/83
	pageform45: 45/83
	pageform46: 46/83
	pageform47: 47/83
	pageform48: 48/83
	pageform49: 49/83
	pageform50: 50/83
	pageform51: 51/83
	pageform52: 52/83
	pageform53: 53/83
	pageform54: 54/83
	pageform55: 55/83
	pageform56: 56/83
	pageform57: 57/83
	pageform58: 58/83
	pageform59: 59/83
	pageform60: 60/83
	pageform61: 61/83
	pageform62: 62/83
	pageform63: 63/83
	pageform64: 64/83
	pageform65: 65/83
	pageform66: 66/83
	pageform67: 67/83
	pageform68: 68/83
	pageform69: 69/83
	pageform70: 70/83
	pageform71: 71/83
	pageform72: 72/83
	pageform73: 73/83
	pageform74: 74/83
	pageform75: 75/83
	pageform76: 76/83
	pageform77: 77/83
	pageform78: 78/83
	pageform79: 79/83
	pageform80: 80/83
	pageform81: 81/83
	pageform82: 82/83
	pageform83: 83/83


